
 

 

別紙３.鉄道旅客運賃の改定実施について 

 

当社は2023年３月24日に鉄道旅客運賃の変更認可申請を行い、2023年６月23日に国土交通大臣より認可されました。

運賃改定は2023年10月１日より実施しております。 

 

１．改定理由 

鉄道事業は、新型コロナウイルスの流行によりテレワーク等の新しい生活様式が定着するなか、移動需要が以前

の水準には戻らないと想定されるなど、極めて厳しい事業環境にあります。このような状況下でも、安全・安心を

お客様に提供し続けていくために、防犯対策やバリアフリー設備の整備等が必要であることから、さらなる経営努

力を前提として、運賃の改定が必要との判断に至りました。 

 

２．主な改定内容 

（１）実施日 2023年10月１日 

（２）改定率・増収率一覧 

 （単位：％） 

 
上限運賃 

改定率 増収率 

定期外 13.8 11.4 

定期 

通勤 14.1 13.0 

通学 － － 

計 12.5 11.6 

合計 13.3 11.5 

 

（３）鉄道収支実績及び推定 

（単位：百万円、％） 

項目 
2021年度 
（実績） 

2024～2026年度（３年間合計） 

現行 申請 

収入 64,414 230,558 255,570 

支出 75,695 259,559 259,559 

差引損益 △11,281 △29,000 △3,988 

収支率 85.1 88.8 98.5 

（注）申請上の計算方式で算出しています。 

 



 

 

別紙４ 新宿駅西南口地区開発計画および京王線新宿駅改良工事について 

 

当社は、2023年８月２日開催の取締役会において、新宿駅西南口地区開発計画（以下、「本計画」）および京王

線新宿駅改良工事（以下、「新宿駅改良工事」）について、事業を推進することを決定いたしました。 

 

１．内容 

（１）本計画 
 

内容 

計画地 東京都新宿区西新宿一丁目及び渋谷区代々木二丁目各地内 

街区別諸元 全体 北街区 南街区 

敷地面積 約16,300㎡ 約10,000㎡ 約6,300㎡ 

延床面積 約291,500㎡ 約141,500㎡ 約150,000㎡ 

主要用途 ― 
店舗、宿泊施設、 

駐車場 等 
店舗、事務所、 

宿泊施設、駐車場 等 

階数 ― 地上19階、地下３階 地上37階、地下６階 

最高高さ ― 約110ｍ 約225ｍ 

工期 
2023年度～ 

2040年代（予定） 
～2040年代※ 

2023年度～ 
2028年度（予定） 

※北街区については、南街区竣工後着手予定です。詳細は未定のため今後決定してまいります。 

 
（２）新宿駅改良工事（一部先行分） 
 

内容 

京王線新宿駅の地下２階ホームを北側へ移動し、ホーム北側端部に改札を新設する

ことにより、地下２階のホーム階から東京メトロ丸ノ内線へ乗り換え可能な動線等

を整備します。 

工期 本計画と合わせて、段階的に進めてまいります。 

 

２．当社事業費 

内容 金額 

南街区開発における総事業費のうち当社負担の事業費、

新宿駅改良工事費（一部先行分） 
920億円（予定） 

※本計画および新宿駅改良工事全体での当社総事業費は、現時点では3,000億円程度を想定しております。詳

細は未定のため、今後決定してまいります。 

 

３．会計上の見積りの変更 

当社および一部の連結子会社では、新宿駅西南口地区開発計画および京王線新宿駅改良工事事業の推進の決定

に伴い、事業完了までに除却が見込まれる固定資産について、耐用年数の短縮を行っております。また、残存価

額については耐用年数到来時に備忘価額となるよう見直しております。 

これにより、従来の方法に比べて、2024年３月期第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整

前四半期純利益はそれぞれ366百万円減少しております。 

 

４．資産除去債務の計上 

当社は、都市再生特別地区としての都市計画決定を受けた新宿駅西南口地区開発計画および京王線新宿駅改良

工事事業の推進の決定に伴い、当該対象エリアに係る固定資産の取壊し義務が発生したことから、2024年３月期

第２四半期連結会計期間において資産除去債務を計上し、2024年３月期第３四半期連結会計期間末の残高は

10,714百万円であります。 

 



 

 

 

別紙５ 公開買付けによる株券等の取得について 

 当社は、2023年11月６日開催の取締役会において、株式会社サンウッド（以下「同社」といいます。）の普通株

式、第１回新株予約権及び第２回新株予約権を公開買付けにより取得することを決議し、公開買付けを2023年11月

７日より2023年12月19日まで実施いたしました。この結果、同社は2023年12月26日をもって当社の連結子会社とな

りました。 

 

１．企業結合の概要 

 (1)被取得企業の名称及びその事業の内容 

   被取得企業の名称 ：株式会社サンウッド 

   事業の内容    ：不動産開発事業、不動産再生事業、賃貸事業、その他の事業 

 

 (2)企業結合を行った主な理由 

 当社は、同社との間で資本業務提携を締結しておりますが、同社を当社の完全子会社化することで、 資

本業務提携により実現することを目的としていた下記①～⑤に記載したメリット・シナジーがより一層実現

できると判断しました。 

 

 ①不動産開発事業の仕入・企画・設計・販売等における事業協力 

 ②当社社有地等の分譲開発や沿線開発における事業協力 

 ③商品企画や用地についての情報交換、共同開発事業の実施の検討 

 ④相互の顧客に対する物件情報の紹介 

 ⑤人事交流を通じた事業ノウハウの共有や人財育成  

 

 また、当社グループでは、2022年度を初年度とする「京王グループ中期３カ年経営計画」（以下「中期

経営計画」といいます。）に取り組んでいます。中期経営計画では、「新しいライフスタイルを牽引する

存在として、生活圏内の回遊性向上を図る」「豊かで魅力的な「まちづくり」への主体的な関与」「新し

い移動需要の創出」を中長期の方向性と示し、「REDEVELOPMENT まちづくりへの注力」、「RESTRUCTURING 

事業構造改革の推進」、「REINFORCE 稼ぐ力の強化」への取り組みを掲げ、「日本一安全でサービスの良

い鉄道」「強固な経営基盤」の構築をめざしています。 同社は過年度において安定した収益を上げている

ことから、当社は、同社を当社の完全子会社化することで、同社が上げる収益を当社グループの連結決算

に組み入れることができ、上記「REINFORCE 稼ぐ力の強化」の実現にも繋がるものと考えております。   

加えて、当社の株主利益の観点では、当社は、同社を当社の完全子会社化することで、同社が上げる純

利益を当社グループの連結決算に組み入れることができ、当社の１株当たり純利益が上昇することは、当

社の株主利益に資するものと考えました。 

 

 (3)企業結合日 

   2023年12月26日（みなし取得日：2023年12月31日） 

 

 (4)企業結合の法的形式 

   現金を対価とする株券等取得 

 

 (5)結合後企業の名称 

   変更はありません。 

 

 (6)追加取得後の議決権比率 

企業結合直前の議決権比率 ：21.16％ 

追加取得後の議決権比率 ：88.34％ 

 



 

 

 (7)取得企業を決定するに至った主な根拠 

   当社が現金を対価として、株券等を取得したためであります。 

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

 2024年３月期第３四半期連結累計期間は貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含まれて

おりません。なお、被取得企業は当社の持分法適用関連会社であったため、2024年３月期第３四半期連結累計

期間における被取得企業の業績のうち当社に帰属する部分は、持分法による投資利益として計上しております。 

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 企業結合直前に所有していた持分の企業結合日における時価 1,250百万円 

 追加取得に伴い支出した金額 3,969百万円 

取得原価  5,219百万円 

 

４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額 

  段階取得に係る差益 76百万円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

  (1)発生したのれんの金額 

   87百万円 

 

  (2)発生原因 

   主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。 

 

  (3)償却方法及び償却期間 

   重要性が乏しいため即時償却しております。 

 



 

第 ５１ 期　計 算 書 類　

および

第 ５１ 期　計 算 書 類 に 係 る 附 属 明 細 書　

　　　

　　　

 

京 王 地 下 駐 車 場 株 式 会 社

2022年４月１日から

2023年３月31日まで

別紙６



（単位：千円）

(資  産  の  部) (負  債  の  部)

 流  動  資  産 5,600,482  流  動  負  債 336,848

75,225 99,424

5,350,849 23,514

127,927 19,265

3,236 51,178

36,374 133,984

4,096 6,524

2,771 1,751

1,206

 固　定  資  産 1,060,000  固　定　負  債 388,084

982,373 22,243

建 物 859,785 6,875

構 築 物 69 358,966

機 械 装 置 42,317 負 債 の 部 合 計 724,933

工 具 器 具 備 品 80,200

1,031

加 入 権 1,031 （純　資　産　の　部）

76,595  株　主　資　本 5,935,549

長 期 前 払 費 用 13 資　　本　　金 450,000

差 入 保 証 金 44,553 利 益 剰 余 金 5,485,549

会 員 権 18,000 利益準備金 93,154

出 資 金 1,649 その他利益剰余金 5,392,395

繰 延 税 金 資 産 18,379 繰 越 利 益 剰 余 金 5,392,395

貸 倒 引 当 金 △ 6,000 純 資 産 の 部 合 計 5,935,549

6,660,483 6,660,483

商 品 未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品

貸　借　対　照　表

金　　額

未 収 入 金

科　　目

（2023年３月31日現在）

科　　目

未 払 消 費 税 等

未 払 金

運 用 預 け 金

金　　額

現 金 及 び 預 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

未 払 費 用

預 り 金

資 産 の 部 合 計

前 受 収 益前 払 費 用

そ の 他 の 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

預 り 保 証 金

賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 流 動 資 産

そ の 他 の 引 当 金
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（単位：千円）

売上高 1,498,450

売上原価 143,305

売上総利益 1,355,144

販売費及び一般管理費 992,725

営業利益 362,419

営業外収益
受取利息 8,539
雑収入 2,793 11,333

営業外費用
雑支出 551 551

経常利益 373,201

特別損失

固定資産除却損 2,700 2,700

税引前当期純利益 370,501

法人税､住民税及び事業税 117,131
法人税等調整額 △ 3,129

当期純利益 256,499

金　　　額

損　益　計　算　書

2023年３月31日まで

科　　目

2022年４月１日から
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（単位：千円）

その他利益

資本金 剰余金

繰越利益
剰余金

450,000 86,899 5,204,700 5,291,600 5,741,600 5,741,600

6,255 △ 68,805 △ 62,550 △ 62,550 △ 62,550

256,499 256,499 256,499 256,499

6,255 187,694 193,949 193,949 193,949

450,000 93,154 5,392,395 5,485,549 5,935,549 5,935,549当 期 末 残 高

純資産
合計株主資本

合計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益

利益準備金
利益剰余金

合計

剰 余 金 の 配 当

2023年３月31日まで

当 期 変 動 額 合 計

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
2022年４月１日から

株主資本

利益剰余金
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決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

　当事業年度よりグループ通算制度を適用しております。

　（２）無形固定資産

　定額法

３．引当金の計上基準

　（１）貸倒引当金

４．収益及び費用の計上基準

　回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

効力発生日

個　別　注　記　表

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　商品　　　　最終仕入原価法

　貯蔵品　　　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　純額で収益を認識しております。

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

２．固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産

　定率法

　ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降取得の建物附属設備および

　構築物については、定額法を採用しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

2022年３月31日

　(２)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　（２）賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。

　（３）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

１．当期末日における発行済株式の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　900,000株

　当社では、駐車場の経営および管理業務ならびにそれらに付帯するサービスを提供しております。

　これらのサービスの提供は、顧客にサービスの提供が完了した時点、および商品の受け渡しが完了した時点で

　収益を認識しております。なお、当社が代理人としてサービスの提供および商品の販売に関与している場合には、

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

基準日

2022年６月30日

〔その他の注記〕

　記載金額は千円単位とし、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

基準日 効力発生日

定時株主総会 普通株式 利益剰余金 76,500 85.00 2023年３月31日 2023年６月30日

定時株主総会 普通株式 62,550 69.50

記載する場合はこの位置に記載する。
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１．有形固定資産及び無形固定資産の明細

 　(単位：千円)

期    首 当    期 当    期 当    期 期    末 減価償却 期　　末

帳簿価額 増 加 額 減 少 額 償 却 額 帳簿価額 累 計 額 取得原価

建 物 908,601 20,901 702 69,014 859,785 5,399,835 6,259,621

構 築 物 78 　　　－ 　　　－ 8 69 448 518

機 械 装 置 59,045 12,820 　　　－ 29,548 42,317 1,214,240 1,256,557

工具器具 備品 89,146 13,227 11 22,162 80,200 300,573 380,773

建 設 仮 勘 定 　　　－ 50,575 50,575 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－

計 1,056,871 97,524 51,288 120,733 982,373 6,915,097 7,897,470

加 入 権 1,031 　　　－ 　　　－ 　　　－ 1,031

計 1,031 　　　－ 　　　－ 　　　－ 1,031

（注） 当期増加額の主なものは次のとおりであります。 （単位：千円）

（１）建物

　　　京王モール　Ｂ－２区画入店対応工事 13,345

（２）機械装置

　　　地下駐車場　ロートパーク１号機減速機交換工事 12,820

区　分 資 産 の 種 類

無  形
固定資産

有   形
固定資産
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２. 引当金の明細

（単位：千円）

貸 倒 引 当 金 6,000 － － － 6,000

賞 与 引 当 金 1,217 1,751 1,217 － 1,751

退 職 給 付 引 当 金 20,400 2,411 568 － 22,243

その他の引当金(流動) 580 1,206 － 580 1,206

その他の引当金(固定) 4,375 2,500 － － 6,875

(注)　その他の引当金（流動）の当期減少額（その他）は、洗替によるものであります。

そ  の  他目 的 使 用
区　   　分 期 末 残 高期 首 残 高 当 期 増 加 額 

当   期   減   少   額
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３．販売費及び一般管理費の明細

（単位：千円）

科　　　　　目 金　額

249,017

743,707

修 繕 費 46,665

不 動 産 賃 借 料 21,557

不 動 産 共 益 費 2,199

道 路 占 用 料 153,952

営 業 関 連 委 託 費 39,806

保 守 費 117,703

衛 生 費 41,048

事 務 管 理 費 14,867

手 数 料 14,949

販 売 広 告 費 15,199

備 消 品 費 8,898

水 道 光 熱 費 97,475

旅 費 交 通 費 6,009

諸 税 28,997

減 価 償 却 費 120,733

そ の 他 の 経 費 13,642

992,725

以　上

摘       　要

計

人    件    費

経          費
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